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Ⅰ 流動資産 ( 1,006,548 ) Ⅰ 流動負債 （ 336,718 )

253,013 122,192

381,244 25,057
1 31,116

23,935 97,785

279,331 5,655

商 品 7,589 2,265

貯 蔵 品 478 1,190

前 払 費 用 59,202 37

立 替 金 3,922 1,658

仮 払 金 40 49,758

貸 倒 引 当 金 △ 2,209

Ⅱ （ 44,503 )

2,225

22,377

14,351

Ⅱ 固定資産 ( 426,859 ) 5,550

1)有 形 固 定 資 産 ( 275,559 )

65,527

26

57,146

77,163 Ⅰ流動負債株主資本 ( 1,052,185 )

3,018 1) 95,000

59,630 2) ( 107,500 )

13,046 37,500

70,000

3) ( 849,685 )

2)無 形 固 定 資 産 ( 62,601 ) 32,000

56,733 ( 817,685 )
104 471,000

5,763 346,685

3)投 資 そ の 他 の 資 産 ( 88,698 )

0

92

44,898

126

3,017

40,564

1,984

△ 1,984

・付記事項
　当期純利益金額　10,453千円

未 成 業 務 支 出 金

役 員 退 職 引 当 金

第 56 期 決 算 公 告

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

業 務 損 失 引 当 金

前 受 収 益

器 具 備 品 少 額 資 産

381,222

機 械 装 置

リ ー ス 債 務

建 物

工 具 ・ 器 具 備 品

資 本 準 備 金

土 地

リ ー ス 資 産

構 築 物

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア

関 係 会 社 株 式

利 益 準 備 金

その他の利益剰余金
ソフトウェア少額資産

保 険 積 立 金

長 期 前 払 費 用

長 期 差 入 保 証 金

電 話 加 入 権

出 資 金

貸 借 対 照 表
2024年9月30日現在

金   額 科    目 金   額

（単位：千円）

科    目

（負債の部）

業 務 未 払 金

未 成 業 務 受 入 金

現 金 預 金

未 収 入 金 未 払 費 用
完 成 業 務 未 収 入 金 未 払 金

（資産の部）

繰 越 利 益 剰 余 金

1,433,4071,433,407

1,052,185

未 収 法 人 税 等

資産合計

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

破 産 更 生 債 権

そ の 他 固 定 負 債

負債合計

固定負債

（純資産の部）

資 本 金

負債・純資産合計

純資産合計

別 途 積 立 金



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) その他の有価証券
① 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。

② 時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

①
個別法による原価法を採用しております。

② 商品
最終仕入原価法による原価法を採用しております。

③ 貯蔵品
先入先出法による原価法を採用しております。

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。
ただし、1998年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を採用
なお、器具備品少額資産については3年均等償却によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 50年
器具備品 2～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア少額資産については3年均等償却によっております。

(3) リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンスリース取引のうち、リース取引開始日が2008年9月30日以前の
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。

(1) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税法に規定する法定繰入率により計
算した回収不能見込額のほか、個別に債権の回収可能性を検討し、必要額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額のうち企業年金への
未拠出額を計上しております。

(4) 役員退職給付引当金
役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上しております。

(5) 業務損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見込み額を
計上しております。

5. 収益及び費用の計上基準
原則として完成基準を採用しております。ただし、工期が1年を超え、かつ受注金額が
1億円以上の業務については、工事進行基準を採用しております。

6. 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

7. 税効果会計の適用
法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。
なお、繰延税金資産又は繰延税金負債の計算にあたり適用した法定実効税率は33.59％であり
ます。

8. 記載表示
原則として、記載金額は単位未満を切り捨て表示しております。

2. たな卸し資産の評価方法及び評価基準
未成業務支出金

4. 引当金の計上基準

個 別 注 記 表
2023年10月 1日から

2024年 9月30日まで

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

3. 固定資産の減価償却方法


